
NIDS コメンタリー第 120 号 

 

1 

 

 

世界各地で猛威を振るう新型コロナウィルス

（COVID-19）は米軍に対しても触手を伸ばしてい

る。とりわけ 2020 年 3 月末に相次いで報道された

サウスカロライナ州パリスアイランドにある米海

兵隊新兵訓練基地の閉鎖や空母セオドア・ルーズベ

ルト艦内での感染拡大などは、米軍の即応性

（readiness）――すなわち米軍の部隊や装備が任務

要請に即座に応じて高いパフォーマンスを発揮す

る能力1――に対する懸念を高めた。米軍では 4 月以

降も感染が拡大しており、5 月 21 日時点の国防省

内の感染者数は累計で 8,859 人（死者数 30 人）、

そのうち兵士は5,888人で全体の7割近くを占めて

いる2。国防省は運用上の観点から感染者がいかな

る任務に従事していたのかは公表していないが、今

後も感染が拡大の一途を辿れば、兵士の隔離を含め

米軍内でのより積極的な感染防止措置がとられ、そ

れにより即応性が著しく低下する恐れもある。以下

では、COVID-19 が米軍に突きつける問題の性質

とこれに対する国防省の対策を分析した上で、実際

に米軍の即応性にどの程度影響を及ぼしているの

か、また今後及ぼし得るのかを明らかにしたい。 

 

 

国防省は省内での COVID-19 の感染拡大を受け

て、兵士の感染防止に取り組みつつ求められる任務

を遂行するという難しいかじ取りを迫られている。

戦略予算評価センター（CSBA）の報告書で「任務

へのリスク」対「兵員へのリスク」と表現されてい

るように、軍の任務遂行と健康維持の間にはジレン

マが存在する3。兵士の隔離や任務の取り止め等で

感染防止に重きを置けば、即応性が相対的に低下す

る。逆に即応性を重視し必要な訓練・演習・展開を

通常通り実施すれば、兵士が感染リスクに晒される

機会はおのずと増えることになる。パンデミックの

状況下では米軍における任務遂行と感染防止は必

ずしも両立しないため、両者のバランスについては

議論の分かれるところである。 

感染防止を重視する議論としてはランド研究所

のマイケル・シャーキンの論考が挙げられる。シャ

ーキンは第一次大戦末期の 1918年に米国及び欧州

で大流行したいわゆる「スペイン風邪」を引き合い

に、現在の米軍の感染防止対策の遅れに警鐘を鳴ら

している。この論考によれば、1918 年当時、80 万

人近くが入院を余儀なくされた（うち死者 2.5 万

人）米軍では、兵員の海上輸送、兵舎での生活、絶

え間ない徴集兵の訓練などにより感染者が爆発的

に増加し、更に兵士の基地間の移動により感染が地

理的に拡大したという。この歴史から得られる

2020 年現在への教訓は、兵士の密集や移動により

爆発的な感染を引き起こすということである。また

感染対策の欠如は結果として即応性に関するより

大きな犠牲を米国に強いるという点も指摘されて

いる4。 

そしてシャーキンは、1918 年と 2020 年の最も

大きな違いの一つとして米軍がひっ迫した戦争状

態にあるか否かという点を強調し、感染拡大とそれ

に伴うリスクを考えれば、大規模な紛争下に置かれ

ていない現在の米軍は感染防止をより重視できる

状況にあるし、またそうすべきと主張する5。こう

した主張は、非戦闘下の感染対策に伴う任務上のリ

新型コロナウィルスによる米軍の即応性への影響 
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スクを「必要なリスク」とし乗員の隔離を求めた空

母ルーズベルトのブレット・クロジャー艦長（当時）

の主張とも一致する6。実際、シャーキンは明示こ

そしないものの、戦時下の 1918 年と 2020 年現在

の状況を対置させながら兵士の隔離の必要性を説

き、クロジャー元艦長に同情的な立場を暗に示して

いる。 

一方、元海兵隊員で戦略国際問題研究所（CSIS）

のシニアアドバイザーを務めるマーク・カンシアン

は、軍が即応性を犠牲にして感染防止策を講ずるこ

とに対してより慎重な姿勢を示している。米軍の即

応性を維持する観点から、カンシアンは特に兵士の

訓練・教育の重要性を強調する。パンデミック下で

は、講義などのリモート受講が可能なものもある一

方で、例えばパイロットや砲兵などの技能訓練をリ

モートで実施することは困難である7。なかでも基

礎訓練は特段の重要性を持つ。カンシアンによれば、

兵員の離職は通常、新兵により充足されることにな

るが、仮に特定の軍種で新兵への基礎訓練が滞る事

態になれば、その軍の兵員規模は 1 ヶ月毎に 2%ず

つ縮小する8。 

一般的に COVID-19 のワクチンが完成するまで

の期間とされる 12~18 ヶ月間はソーシャル・ディ

スタンスを伴う生活様式を維持する必要があると

されているが、米軍にそこまで時間的な猶予はない

とカンシアンは指摘する。これには上記の兵士の練

度や即応性の問題だけでなく、より戦略的な意味合

いも含まれる。現下の危機においても米国の競争国

は活動を継続しており、特に 4 月の中国の空母遼寧

が沖縄・宮古間を通過したことは、東アジア地域で

の中国のプレゼンスと米軍の不在を印象付ける結

果となった。こうした理由から、カンシアンは軍に

おける最大限の感染対策を講じる必要性を認めつ

つも、即応性は維持していくべきとの考えを示して

いる9。 

なお、カンシアンは COVID-19 が有事の際の米

軍の作戦能力に影響を与えることは考えられない

と説明する。なぜなら「前線で数百名が負傷し命を

落とす状況では、呼吸器疾患のリスクは控えめに映

る」ため、感染者が出たとしても患者のみが戦線を

離れ部隊は任務を継続することになるからである。

つまり、紛争時には任務の比重が更に増すのである。

COVID-19 が黒死病やエボラ等の感染症と比較し

て相対的に低い致死率であることからも、米軍は紛

争下での感染症の脅威をいわば「気合で乗り超え

る」ことができるという10。 

もっともシャーキンとカンシアンも認めている

ように、この問題は「任務へのリスク」をとるか「兵

員へのリスク」をとるかの二元論で理解すべきもの

ではない。2 つのリスクを同時に回避することは困

難であっても、一定程度低減させるための努力は可

能である。国防省には両者の間でバランスを取るこ

とが求められているのであり、この問題の難しさで

もあると言える。 

 

 

 3 月以降感染者が増加し続ける米軍は対策を講

じつつ任務を継続している。こうした対策の効果と

コストを評価するには時期尚早であるが、現時点で

は概ね任務への影響を最小限に抑えているものと

考えられている11。 

 国防省は感染拡大を防ぐための幾つかの重要な

ステップを踏んでいる。その 1 つは兵士等の海外で

の移動制限である。これは兵士及び文官職員とその

家族の海外移動を 3 月 25 日から 60 日間禁止した

もので、約 9 万人の兵士の展開・配置転換とともに

軍事演習にも影響を及ぼすとされている12。その後

の更なる感染拡大により、この措置は 6 月 30 日ま

で延長されることが決まった。この移動禁止令で即

応性が一定程度損なわれることは間違いないが、こ

の前後から米軍内での感染が爆発的に増加したこ

とを思い返せば、この決断は不可避であったと言え

るだろう。 

 もう 1 つの取り組みは検査による兵士の感染状

況の把握と感染者の特定である。米軍では任務内容

に応じて兵士を 4 つの階層（ティア）に分類し、第

1 ティアに属する兵士から優先的に検査を実施す

る。各ティアの分類は、第 1 が特殊作戦及び核関連

２ 国防省の感染拡大防止策とその効果 
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部隊、第 2 が海外展開中の部隊、第 3 が海外駐留

部隊、第 4 がそれ以外の部隊とされているが、検査

を確実に実施するのは第 1 から第 3 ティアまでで、

第 4 ティアに分類される兵士の検査は状況把握目

的のため、検査キャパシティーの余裕がある場合に

のみ無作為で実施されるという13。検査にあたって

は、実施される検査数が、可能とされる検査数を大

きく下回るなどの課題はあるものの、5 月上旬まで

に第 1 ティアの検査は完了している14。 

上記の 2 つの取り組みに加え、即応性の観点から

特に注目されるのは展開前の事前隔離措置である。

これは西太平洋に展開中に感染者を出し最終的に

その数が 1,000 人にまで上った空母ルーズベルト

の教訓から、艦艇の乗員が展開中に感染することを

予防する狙いがある。海軍では、空母ニミッツなど

でこの措置が実施され、全乗員の 27 日間の隔離と

検査を実施した後に展開に移った。同様の措置は空

母ニミッツの第 11 空母打撃群を構成するその他の

艦艇や、横須賀を母港とする空母ロナルド・レーガ

ンなどに対しても講じられている15。これは主に無

症状者によるウィルスの伝染の可能性に着目した

対策で、皮肉にも空母ルーズベルト艦内での爆発的

感染の教訓から生まれたものと考えられている16。

米軍が内部で起きた事案を検証して短期間で対策

を講じたことは注目に値するだろう。 

実際に、この手法は海軍に留まらず米軍全体で広

く採用され始めている。アフガニスタン等で活動を

停止していた部隊も、隔離期間と検査を経て活動を

再開させた17。また基礎訓練のための新兵受け入れ

を停止していた海兵隊などのリクルート・デポ等に

おいても、訓練開始前に 14 日間以上の隔離及び検

査をセットで実施することで受け入れを再開して

いる18。パンデミックの脅威により基礎訓練基地の

稼働率は通常の 50%まで低下しているとも言われ

19、その即応性へのネガティブな影響は否定しえな

い。他方で、こうした措置を取り入れることで稼働

率を50%まで上げているとの見方も可能であろう。

こうした取り組みには任務と健康のバランスを模

索する米軍の努力が反映されている。 

しかしながら、こうした事前措置が米軍における

感染の抑え込みと任務の継続にどの程度資するか

については、今後も注視が必要である。なぜなら、

無症状感染者の割合が多い COVID-19 の場合、検

査での偽陰性などによる感染者の特定漏れの恐れ

が付きまとうからである。例えば、2 ヶ月に及ぶ隔

離を経て空母ルーズベルトの乗員は任務再開のた

めに艦艇への搭乗を開始したが、その過程では、2

度の陰性結果が出た 5 人の乗員の感染が確認され

た20。この事例が有する含意は、事前措置を講じた

としても、部隊において感染者が隠れている可能性

が残るという点である。とりわけ、艦船内での感染

が急速に広まることは空母ルーズベルトやその他

の事例からも広く認識されている。であるならば、

展開に先立って予防措置を実施することで艦内に

おけるウィルスを「排除した」はずの艦艇が、その

展開中に艦内感染を引き起こすことも今後起こり

得るのである。 

ただし海軍は、展開中の艦艇で感染が広まった際

の対応モデルも示している。これは、空母ルーズベ

ルトに続いて展開中に感染が確認された 2 隻目の

海軍艦艇である駆逐艦キッドが見せた対応で、感染

が発生したら即座に港へ向かい全乗組員を下船さ

せて隔離・検査を行うというものである21。こうし

た対応はシンプルにも見えるが、狭く密閉された空

間での業務や生活を強いられる艦内よりも、適切な

施設において隔離や処置、検査などが受けられる港

の方が乗員間での更なる感染拡大を抑えるのに適

していることは言うまでもない。 

ここでの判断においても艦艇の任務と乗員の健

康とが天秤にかけられることになるが、艦内が感染

拡大の理想的な場であり集団感染により任務継続

が困難になる危険性を考えれば、任務を中断して感

染対策に注力することは結果として即応性へのダ

メージを最小限に抑えるものであると考えられる。

この点を見ても、海軍が空母ルーズベルトの事案か

ら多くの教訓を得ていることが分かる。 
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デイビッド・ノーキスト国防副長官とジョン・ハ

イテン統合参謀本部副議長は 4 月 9 日の記者会見

の中で、COVID-19 による米軍の即応性に対する

影響は限定的であるとの見方を示す一方、潜在的な

懸念として新兵の戦力化の遅れを挙げた22。即応性

に関する新兵の基礎訓練の重要性は本稿でも既に

触れている通りであるが、他方で、この会見ではそ

の他の潜在的な懸念材料についてはほとんど言及

がなされなかった。即応性への懸念点は幾つか考え

られるが、なかでも中長期的な視点から、演習と国

防予算はその動向次第で即応性にも重大なダメー

ジを与える可能性がある。 

（１）演習の縮小・延期・中止とその含意 

 米軍の演習は単独、共同を問わず既に COVID-19

の影響を一定程度受けている。海軍では複数の作戦

コンセプトを検証する場として考えられていたラ

ージ・スケール・エクササイズが 2021 年まで延期

となり23、空軍では主要な演習の 1 つであるレッド

フラッグ・アラスカ 20-1 の中止が決定された24。

また海兵隊は 4 月上旬までに 20 を超える演習を取

り止めたことを明らかにしている25。加えて、韓国

やフィリピンなどを含む同盟国等と米国との共同

演習に関しても、その多くが延期ないし中止となっ

ている26。もちろん、これらの決定は米軍及びパー

トナー諸国の人員の健康を第一に考えた結果下さ

れたものと思われるが、米軍にとって貴重な実践の

機会が失われたことは間違いない。 

 とは言え、演習の延期や中止が即座に米軍の即応

性に悪影響を及ぼすというわけでは必ずしもない。

CSISのカンシアンとアダム・サクストンによれば、

これまで部隊が蓄積してきた技能とメンテナンス

が有効な間は、演習の有無は即応性には大きな影響

を与えない。むしろ、即応性に関する問題は、時間

が経つにつれて豊富な経験を有する人材が軍を離

れ、部隊が持つスキルと装備品が劣化し出した時に

表出するという27。つまり、演習を実施できない状

態が長引けば、それに比例する形で即応性が低下し

ていくのである。 

 この意味において、米軍の取り組みからは明るい

兆しもみられる。いくつかの演習はその内容を縮小

ないし修正することで維持されているのである。例

えば、海軍で開催の可否が検討されてきた 8 月のリ

ムパック 2020 では、陸上でのイベントをほぼ取り

止め、指揮統制やロジスティクスなど訓練上必要な

陸上でのフットプリントも最低限に留めた上で演

習を実施することが決まった28。米欧間での大規模

な戦力展開を予定していたディフェンダー・ヨーロ

ッパ 2020 も、プログラムと参加人員及び装備の規

模を大幅に削減して実施される29。6 月上旬から中

旬にかけて行われるこの演習は、パンデミック下で

の今後の演習の可否を占う試金石として注目され

ている30。 

（２）国防費への影響―緊縮財政への回帰？ 

 こうした演習や展開、訓練を含めた米軍のプログ

ラムは予算による裏付けが必要であるが、中長期的

には国防費が深刻な影響を被る可能性が指摘され

ている。 

 より具体的には、財政赤字と国民の理解の 2 つの

側面から国防費削減へのプレッシャーが強まる懸

念である。前者について、パンデミックが経済に与

える影響が歴史的に見て数十年、楽観的な予測でも

3 年~10 年程度に及ぶとみられるなかで31、米国で

は対策のために未曽有の財政支出を実施しており、

今後の財政状況への影響は避けられないものと考

えられる。オバマ政権でも見られたように、財政赤

字が増大すると国防費が圧迫されることは冷戦時

からの歴史が示すところである32。 

 また、後者の米国内の安全保障に対する意識の変

化も今後の無視できない要因となる。ジョン・ホプ

キンス大学のデイビッド・バーノとノラ・ベンサヘ

ルは、数万の犠牲者と空前規模の失業者を生んだ経

験から、米国民の安全保障上の脅威の認識が、テロ

や敵対国家から、より身近な健康や生活に対する脅

威へシフトし、それに伴い予算のプライオリティー

も国防から医療制度や社会的セーフティネット等

へとシフトする可能性があるとしている33。 

 こうした懸念が表面化し、国防費の削減が現実の

３ 即応性に関する今後の懸念材料 
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ものとなれば、即応性へのダメージは避けられない

だろう。国防省・軍・専門家の間では、米軍が 2018

年の『国防戦略』の求める役割を果たすには、実質

3~5%の国防費の増額を要するとの考え方があるが、

パンデミック以降の世界においては良くて現状維

持、最悪の場合は 2011 年の予算管理法（BCA）レ

ベルの削減もあり得ると考えられている34。ジム・

マティス国防長官（当時）は長官就任後、オバマ政

権下の国防費削減で低下した米軍の即応性の惨状

を見て「ショックを受けた」と言い、「戦場のいか

なる敵も我が軍の即応性に対して［BCA に基づき

2013 年に発動された国防予算の］強制削減ほどの

ダメージを与えたことはなかった」と議会に証言し

ている35。このことは、COVID-19 がもつ即応性へ

の潜在的な影響の重大さを物語っている。 

 

 

 米軍では多くの感染事例が確認されているもの

の、COVID-19 の任務への影響は現時点では限定

的である。その要因の特定は現時点では難しいが、

候補の 1 つには国防省の対策を挙げることができ

るだろう。特に展開前に実施する予防措置は、兵士

の健康へのリスクと即応性へのリスクの両方を同

時に最小限に抑えようとするものであり、注目に値

する。今後の展開や演習において一定の効果が見ら

れれば、事態が収束するまでの間はこの事前措置が

継続的に実施される可能性もあるだろう。 

 最後に、米国における財政状況の更なる悪化と安

全保障をめぐる認識の変化を受け、国防予算削減へ

の機運は高まる可能性がある。このことは、詰まる

ところ米軍の即応性の低下にも繋がるものである

が、他方で、即応性と抑止力の低下が紛争を招いた

場合、その人的・経済的なコストは計り知れない。

安全保障は、しばしば「酸素」とも表現されるよう

に36、普段は意識されずとも無くなった時にその価

値がより強く認識されるものであるということを

忘れてはならないだろう。 

（5 月 27 日脱稿） 
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